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要旨: 上信越国境と呼ばれる群馬・長野・新潟県境は高原温泉リゾートとして交流人口増を進めているが、人口減少・少子高齢化
は止まらず、多くの地域経営課題に直面している。市町村行政評価ベンチマークの活用と県を超えた市町村職員間意見交換
を通して、地域経営課題の「見える化」と、交流人口増を定住・就労人口の安定化に結実させる越境施策を提言した。 
キーワード: 上信越国境地域、市町村行政評価ベンチマーク、地域経営課題の「見える化」、県を超えた市町村職員間意見交換、
定住・就労人口の安定化 
 
1. 研究の背景と目的 
 上信越国境と言われる群馬（上州）・長野（信州）・
新潟（越後）3 県県境地域は、我が国有数の高原温泉
リゾートとして交流人口増を着実に実現しているもの
の、人口減少・少子高齢化の著しい地域でもある。 
 そこで、人口減少・少子高齢化はいかんともしがた
い流れと受け止め、イベントや地域ＰＲによる交流人
口増にますます力を入れる傾向が強い。しかし、住民
の間に、交流人口の増加とそれがもたらした金の流れ
が地域の持続的発展や暮らしの安定に繋がっているの
かについての危機感や不信感が募り始めている。 
現に、農林業と観光業が主産業である上信越国境の
市町村は慢性的な人手不足状況にあり、求人・求職の
ミスマッチは甚だしい。交流人口増加策は就労人口・
定住人口の増加に直結していないばかりか、減少さえ
招いている。そのため、税収減も進み、高齢化の進展
に伴う民生費の増大への対応、公共施設マネジメント
の改善など、市町村経営課題も噴出し始めた。 
市町村経営課題解決のためには、行政事務の水準を
再確認し、限りある財源と人員の中で地域にあった最
も効果・効率的な事務遂行をどう行っていくかの評
価・点検が喫緊の課題となっている。 
しかし、今まで、各市町村はそれぞれ独自に行政評
価を行ってきたため、自らの行政水準がどの位置にあ
るのか、評価数値をどう生かして施策改善することが
最も効果・効率的なのかは、戸惑うばかりである。 
 
2. 参加自治体と研究手法 
そうした悩みは、行政評価に早くから取り組んでい
た市町村ほど深かった。そこで、地方シンクタンク協
議会と総合研究開発機構（NIRA）は共同で市町村行政
評価の基準となるベンチマークの研究に着手した。著
者たちも参加したが、公益法人改革などの煽りもあっ
て自発的な研究に検討の場を移すこととなった。 
その結果、群馬県では全 35 市町村が行政評価ベン
チマークの研究に参加するまでになったが、早くから
ベンチマーク研究に参加していた新潟県南魚沼市・十
日町市、長野県須坂市から、ベンチマーク数値をもと
とした施策改善のための意見交換が提起された。 
趣旨に賛同した県境地域の群馬県 8市町村（長野原
町・東吾妻町・中之条町・みなかみ町・沼田市・渋川
市・安中市・富岡市）、長野県須坂市、新潟県南魚沼市・
十日町市に加え、ベンチマーク研究を牽引してきた高
崎・前橋両市が参加。18 市町村の共同研究となった。 
 
3. 導入したベンチマーク・モデルの対象と構造 
どのような事業がベンチマーク・モデル群としてふ
さわしいかを検討した結果、①事務事業では数が多す
ぎ、市町村の捉え方の差異も大きいこと、②総合計画
の進行管理や住民説明は施策レベルで行われているこ
とから、施策評価を対象とすることとした。主要施策
は法令根拠が明確で全国比較のできる数値を提供しや
すいことも、この選定を支えた。 
そして市町村業務のバランスを考え、社会保障系
（成人健診・市町村国保・介護保険・保育所・学童保
育・生活保護）、社会教育系（スポーツ施設・図書館・
公民館・文化会館）、基盤整備系（道路整備・ごみ処理・
消防救急・水道・汚水処理・公園管理）、参加協働系（定
数管理等・国際化・情報公開・届出証明）、公の施設系
（公衆トイレ・入浴施設）からなる構成とした（表 1）。 
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 表 1 市町村行政評価ベンチマーク・モデル群の構成 
 施策群 測定内容 
社
会
保
障
系 
成人健康診査事業 特定健診、がん検診等 
市町村国民健康保険事業 国保特別会計全体を比較 
介護保険事業 介護保険会計全体を比較 
保育所運営 公立・民間のサービス比較等 
学童保育サービス 設置・運営形態等の比較 
妊婦・乳幼児健診事業 法定検診・予防接種等 
生活保護事業 生活保護支給の実態比較 
社
会
教
育
系 
スポーツ施設管理運営事業 社会教育系は、利用者率を成果
指標として共通させることで、
市町村内部の各施設運営状況
を比較できる形としている。 
図書館事業 
公民館事業 
文化会館管理・運営事業 
博物館等管理・運営事業 博物館・美術館・動物園等 
基
盤
整
備
系 
市町村道整備・交通安全 道路整備と交通事故実態 
ごみ収集・処分サービス ごみ処理事業総体を比較 
消防・救急サービス 消防・救急総体を比較 
水道施設整備・運営 事業ガイドライン準拠 
汚水処理整備・運営 下水道ガイドライン準拠 
公園管理事業 都市公園等を種別で比較 
参
加
協
働 
定数管理・男女共同参画 役所内男女雇用機会均等に重点 
国際化対応 国際理解等 
情報公開 文書開示と広報事業に重点 
届出・証明交付 戸籍関係証明で窓口比較 
施
設 
トイレ管理・運営 設置形態で細分類比較 
入浴施設管理・運営 主要な使用形態で細分類比較 
※1 太字が今回適用したベンチマーク・モデル群   
※2 産業政策系はベンチマークにし難いため当面断念 
表 1のうち、今回は、成人健診・市町村国保・介護
保険・保育所・学童保育、図書館・公民館・文化会館、
ごみ処理・消防救急、公衆トイレ、定数管理等を比較
することとした。愛知大学三遠南信地域連携研究セン
ターの斡旋で三遠南信地域の 11 市町村（愛知県新城
市・田原市・東栄町、静岡県森町・磐田市・袋井市・
浜松市・湖西市、長野県中川村・喬木村・飯田市）か
らも比較のためのデータ提供を得た。 
その際、改めて数値を作ることは煩瑣で日常業務の
妨げともなることから、各市町村が日常的に持ってい
て決算書等に記される数値を元に、原単位比較するも
のとし、市町村の置かれている状況を示す基本指標、
市町村業務の状況を示す結果指標、住民の受け止めを
示す成果指標、経費を比較するコスト指標の４面で成
り立つ構造とした（表 2）。この構造は企業経営上のベ 
表 2 行政評価ベンチマーク・モデルの 4指標構造 
基 
本 
当該事業を取り巻く状況 
 →市町村の特性、資産、課題等を浮き上がらせる 
結 
果 
市町村としての施策業務内容 
（行政サービスの投入とその結果）。 
企業経営で使われるinputとoutputが共にここに出てくる
場合もある 
成 
果 
行政業務に対する住民の対応（利活用度等） 
あるいは市町村として目指すべき社会像の達成度。 
企業経営で求められるoutcomeではなく、あくまでも住
民の利活用度を測定、比較 
コ 
ス
ト 
自治体としての施策業務内容と行政業務に対する住民の
対応をコスト面で比較。 
とくに社会教育系や公の施設系では、投資コスト（市民
1人あたり総事業費）と利用者コスト（利用者1人あたり総
事業費）という２つの管理運営費比較をもって、施設の管
理・運営が効果・効率的か、市町村の管理・運営が適切か
をみる 
 
ンチマーク・モデルとは形を異にしている。 
 
4. ベンチマークによる上信越国境地域の「見える化」 
上信越国境 11 市町村と、前橋・高崎を含む群馬県
内 19市町村、他県 10市町村、三遠南信 11市町村の計
40 市町村の 2013 年度データを比較し、上信越国境地
域の地域経営課題の「見える化」を図った。 
概略をまとめれば、以下の通りである。 
●成人健康診査 
11 市町村と他の 40 市町村を比較すると、高齢化率
は平均で 4％以上も高いが、特定健診の実施率も高い。
コストも受診者の自己負担率も低めで、行政サービス
水準と住民利用度の両者が高めでマッチしている。 
あえて言えば、心疾患・脳血管疾患死因率を下げて
いく保健指導が上信越国境共通の課題と言える。 
表 3 成人健診水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
高齢化率 30.7％ 26.6％ 
特定健康診査実施率 45.2％ 41.8％ 
悪性新生物による死因率 23.7％ 25.7％ 
心疾患による死因率 17.4％ 15.5％ 
脳血管障害による死因率 12.0％ 10.8％ 
特定健診受診者 1人あたりコスト 8,220 円 9,111 円 
特定健診受診者自己負担率 6.0％ 7.9％ 
●市町村国保事業・介護保険事業 
全人口に占める市町村国保被保険者数と要介護・要
支援認定者数は 40 市町村に比べて高く農林業者や自
営業者が多く高齢化が進んでいる地域の特性を伺わせ
るが、国保・介護ともに他の指標項目では差は少ない。
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 （厳密に言うと、介護保険事業におけるコストと保険
料は低めでバランスしているが、この状況を維持でき
るか、推移を見ながらの検討が必要となる） 
住民の安心感を高め地域の持続的発展を図るには、
保健・介護面での市町村事務がしっかりと行われてい
ることを住民に伝えていくこと自体が重要である。 
表 4 市町村国保事業水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
全人口に占める被保険者割合 31.0％ 28.6％ 
被保険者 1人あたり給付金 297,006 円 294,522 円 
被保険者 1人あたり保険料収入 93,139 円 94,832 円 
被保険者 1人あたり決算額 416,682 円 402,583 円 
一般会計からの繰入率 5.6％ 5.8％ 
表 5 介護保険事業水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
全人口に占める要介護・要支援者割合 5.67％ 4.64％ 
要介護・要支援者1人あたり保険料収入 276,540 円 334,356 円 
要介護・要支援者1人あたりコスト 1,613,509 円 1,700,180 円 
一般会計からの繰入率 13.7％ 13.9％ 
●保育所・学童保育 
保育所は、多くの指標で差がないが、待機率は明ら
かに低く、待機児童はほぼいない。職員１人あたり・
保育士１人あたり児童数も少なく保育環境は良好だが、
良好な保育環境が就労人口の増加・安定化、ワーク・
ライフ・バランスの確立に直結していない。 
学童保育は全学年タイプが多く、保育環境自体は良
い数値だが、対象学年児童に対する実施割合や小学校
数に対する開設率は低い。学童保育充実は上信越国境
の子育て環境整備の大きな課題と見られる。 
表 6 保育所水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
全人口に占める要保育児童の割合 2.08％ 2.08％ 
要保育児童に対する待機児童の割合 0.64％ 1.79％ 
職員 1人あたり保育児童数 4.2 人 4.9 人 
保育士 1人あたり保育児童数 5.7 人 6.0 人 
保育児童 1人あたりコスト 1,086,902 円 1,016,576 円 
保育児童 1人あたり保護者負担 198,095 円 202,109 円 
表 7 学童保育水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
小学校数に対する開設率 86.0％ 128.8％ 
対象学年児童数に対する実施割合 17.5％ 25.2％ 
●公民館 
公民館の施設配置や住民 1,000 人あたりの施設面積、
配置職員に占める社会教育主事有資格者率などは差が
なく、全人口に対する利用者数の割合も、平均値では
高いが、ばらつきが大きく、位置づけが不安定である。 
表 8 公民館水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
住民 1,000 人あたり施設面積 156 ㎡ 149 ㎡ 
配置職員に占める社会教育主事の割合 6.9％ 7.0％ 
全人口に対する利用者の割合 341.3％ 271.8％ 
●図書館 
図書館は、公民館や文化会館と複合している場合が
多いためか、全人口に対する入館者数自体は高いが、
全人口に対する図書貸出者数の割合や住民１人あたり
年間図書等貸出数低い。 
また配置職員に占める司書等有資格者比率が低い
一方で配置職員 1人あたり平均サービス人口は多いと
いうように、市町村としての図書館サービスの人的体
制が弱い。さらに図書館運営協議会設置率は低く図書
館サービスに対する住民参加が進んでいない。総じて
図書館サービスの水準は低いと言わざるをえない。 
表 9 図書館水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
図書館運営協議会設置率 50.0％ 78.4％ 
配置職員 1人あたりサービス人口 6,825 人 3,378 人 
配置職員に占める司書有資格者率 28.1％ 40.7％ 
全人口に対する貸出者数の割合 119.8％ 147.4％ 
住民 1人あたり年間図書等貸出数 4.35 冊 5.87 冊 
●文化会館 
文化会館はコストもかけられていないが、全人口に
対する利用者数の割合は明らかに低く、成果も低い。 
表 10 文化会館水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
住民 10,000 人あたり座席数 221 席 301 席 
配置職員 1人あたりサービス人口 34,162 人 6,045 人 
1 館あたり配置職員数 2.9 人 9.6 人 
配置職員に占める技術専門職員率 6.7％ 15.8％ 
全人口に占める利用者数の割合 104.8％ 214.7％ 
座席回転率 45.7 77.3 
投資コスト(住民 1人当り事業費) 944 円 2,762 円 
利用者コスト(利用者 1人当り事業費) 750 円 1,559 円 
※座席回転率 総入館者数÷総座席数(計算上、全ての座席が年間埋まる日数) 
総じて文化・社会教育施設の数値は厳しいが、数値
の厳しさは、図書館や文化会館の共同運用、公民館の
位置づけ直しを示唆している。 
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●ごみ処理 
 群馬県はごみ排出量が非常に多いが、上信越国境地
域では、特に生活系ごみの排出量が多い結果が出され
た。リサイクル率・量は同値で、最終処分量は減って
いるが、減量はなお課題である。 
表 11 ごみ処理水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
生活系の住民1人 1日当りごみ排出量 736ｇ 654ｇ 
住民 1人 1日当りごみ総排出量 1,042ｇ 949ｇ 
住民 1人 1日当りリサイクル量 205ｇ 186ｇ 
リサイクル率 20.4％ 20.6％ 
住民 1人 1日あたり最終処分量 101ｇ 151ｇ 
●公衆トイレ 
１市町村あたりの施設数が少ないだけで、大きな指
標の差はなく、地域特有の課題は見つからない。 
●消防救急 
予想通り面積の平均値が 40 市町村の倍近くに達し
たが、救急車平均到着・搬送時間や消防署員に占める
救急救命士比率などの差は少なく、消防職員の努力が
数値の上で確認された。注目されるのは消防団員数で、
消防署員に対する消防団員数の割合や１消防分団あた
り人員は、40市町村の倍近い数値となっている。 
まさに共助の世界である。それだけに、高齢化の進
展が直撃する恐れが高いが、地に着いた共助の構造を、
交流人口の増加等を地域に還元する仕組みの基礎とし
ていく施策展開が課題と見られる。 
なお、住民 10,000 人あたり火災発生件数、救急車
出場件数や交通事故発生件数、死傷者数は、ほとんど
差が見られなかった。 
表 12 消防救急水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
面積 422 ㎢ 242 ㎢ 
人口密度 144 人／㎢ 748 人／㎢ 
消防署員数に対する消防団員数 13.8 6.6 
1 消防分団あたり消防団員数 83.0 人 44.1 人 
消防署員に占める救急救命士比率 20.6％ 22.8％ 
救急救命士 1人当りサービス人口 3,814 人 3,986 人 
住民 10,000 人当り火災発生件数 5.9 件 5.7 件 
住民10,000人当り救急車出場件数 455.9 件 427.4 件 
救急車平均到着時間 9.6 分 8.6 分 
救急車平均搬送時間 31.3 分 29.6 分 
住民 1人あたり消防団コスト 3,348 円 2,394 円 
 
●職員定数管理 
住民 1,000 人あたり職員数は多めだが、歳出に占め
る人件費割合は低く、努力と工夫がなされている。 
表 13 定数管理水準の「見える化」 
比較は平均値 上信越 11市町村 他の 40市町村 
住民 1,000 人あたり正規職員数 12.1 人 10.1 人 
住民 1,000 人あたり非正規職員数 5.6 人 4.4 人 
歳出に占める人件費割合 16.2％ 28.3％ 
以上から、ベンチマークによって「見える化」され
た上信越国境の共通課題は次のように整理される。 
①成人健診・市町村国保・介護保険の諸事業は、水準
を確保したサービスを、コストや受益者負担を抑え
て実施しており、定数管理に見られる人件費抑制と
合わせて、高く評価される。 
そのことを正確に伝えることが住民の安心感・市町
村への信頼感を高め、住民・行政一体となっての地
域の持続的発展の基盤となる。 
②保育環境自体は良好だが、良好な保育環境が就労環
境の安定に結び付いていない。不十分な学童保育環
境、通学可能な高等学校の選択肢の狭さと相まって、
子育て環境を弱体化させている。 
18 歳までを視野に入れた総合的な子育て環境の確
保に広域・越境的に取り組むことが求められる。 
③文化・社会教育施設は全体的に厳しい数値で、広域・
越境的な共同運用や補完、施設の位置づけ直しがす
でに喫緊の課題になっている。 
④消防団に象徴される共助の仕組みを文化・社会教育
施設の位置づけ直しや共同運用、18歳までを見据え
た子育て環境の改善に繋げる工夫が有効と見られ
る。 
 
5． 県・市町村を超えた意見交換による確認 
共同研究の日々は、地方版総合戦略策定の日程と重
なった。そこで、ベンチマークによる課題の「見える
化」と地方版総合戦略が課題とする①人口減少・子育
て対策②公共施設マネジメント③移住・定住促進を重
ね合わせながら、県・市町村を超えての職員間意見交
換を進めた。 
(1)住民の学びと発信の要望に越境として応える 
意見交換の場で最初に確認されたのは、「地域資産
を学びたい・発信したい」という住民の要望に応えて
いくことの重要性である。 
地域資産の学習・発信要望を、来訪者目線ではなく、
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 住民目線でしっかりと見直すことである。上信越国境
地域という広域・越境を全体として捉え、自らの居住
地以外の地域の資産についても学び合い共有し合う仕
組み作りが必要だということである。 
具体的には解説ガイドの有料化・職業化の促進が一
つの鍵と確認された。上信越国境という広域・越境地
域を共有することで、地域住民の地域愛をコミュニテ
ィビジネス、ソーシャルビジネスに押し上げようとい
う提案である。そのことによって、交流人口の増加や
移住関心を定住・就労人口の安定化、地域内経済循環
に結実させようという提案でもある。 
現に上信越国境地域は世界水準の地域資産に恵ま
れている。表 14 はユネスコ 5 大事業とラムサール条約
を中心に整理したものだが、これらが全て揃う地域は
非常に稀である。さらに十日町市の国宝・火炎土器、
東吾妻町の麻、安中市の鉄道遺産、沼田市の河岸段丘、
渋川市の金井遺跡群など、表 14 に匹敵する超一級の資
産が地域には重層しており、地域全体を理解している
質の高いガイドが大量に必要とされている。地域愛に
基づき越境を共有する人こそガイドにふさわしく、ビ
ジネスとしての成立可能性は高い。 
表 14 上信越国境地域の世界水準の地域資産例 
ユネスコ世界文化遺産 
富岡製糸場と絹産業遺産群 
（富岡市・下仁田町等） 
ユネスコ無形文化遺産 越後上布（南魚沼市） 
ユネスコ世界の記憶 
上野三碑（高崎市） 
（2017 年度登録審査） 
ユネスコ生物圏保存地域 
（日本名：エコパーク） 
みなかみ町・南魚沼市 
（2017 年度登録審査） 
ユネスコ世界ジオパーク 
（現在は日本ジオパーク） 
下仁田ジオパーク（下仁田町） 
浅間山北麓（長野原町・嬬恋村） 
ラムサール条約登録湿地 芳が平湿地群（中之条町・草津町）
具体的には、①共同運用や位置づけ直しが喫緊の課
題となっている文化・社会教育施設を核に、②越境・
広域の視点で地域資産を見直して、③学習・受発信、
人材育成のプログラムを組み立て、④住民が有給の「教
師」となる教育旅行・研修旅行を交流人口増加策の一
つの柱に位置づける施策が想定される。 
そうした意識性をもった日本版 DMO（Destination 
Management/Marketing Organization）を生み出し得る
要素を上信国境地域は十分に持っている。 
(2)地域内先進事例の共有資産化と活用 
 次に、地域内の先進事例を資産として共有し参考と
して活用していくことが確認された。 
具体的には 5つの事例がとくに注目された。 
第 1は須坂市の「保健補導員会制度」である。 
須坂市の保健補導員会は、1945 年の旧・高甫村の主
婦たちの「保健婦さん何か手伝わせてくれないか」の
一言から始まり、合併後の 1958 年、正式に発足した自
主組織である。家庭の健康管理者である女性が健康に
関する研修と技術を身につけ家庭や町に健康保持増進
を広げようと、市内 67町から選出され 2年の任期で活
動する。「自分の健康は自分でつくる」という須坂市健
康都市宣言（1987）の重要な担い手となっている。 
そして、都道府県別「年齢調整死亡率」で長野県が
男女ともに全国一低い健康長寿県となっている一因と
も指摘され、2014 年度厚生労働省「健康寿命をのばそ
うアワード」最優秀賞を受賞した。 
ベンチマークで確認できたように、上信越国境地域
は保健・介護施策がおおむね堅実で、消防団等の共助
の仕組みが息づいている。この地全域に保健補導員会
制度が普及できれば、共通課題として挙げた心疾患・
脳血管疾患死因率の抑制に即効果が期待されるだけで
なく、「人と人とのつながり」を育くむ力として地域の
持続的発展を支える大きな力となると見られる 
第 2は中之条町の「中之条電力」である。 
中之条町は 2013 年「再生可能エネルギーのまち」
宣言を採択し一般財団法人中之条電力を設立した。自
治体主体の新電力供給第 1号である。町を事業主体と
する 2か所の太陽光発電所を含め町内 3か所の太陽光
発電施設からの電力を町役場庁舎などの公共施設に供
給している。3か所の太陽光発電施設の発電量は年 400
万 kW 時、一般家庭 950 世帯分程度で、中之条町の全世
帯の7分の1ほどに供給できる規模となっている。2016
年度には一般家庭への電力供給も始め、小水力発電に
も着工した。自律した電力の地産地消を推進している。 
市町村営ではないが、渋川市も年間電気消費量 7億
kw時の 80％にあたる 5.6 億 kw 時が市内の水力発電で
賄える状況にあり、みなかみ町などは、町内で常時稼
働している水力発電量は 4.7 億 kw 時に上り、町電気消
費量をはるかに上回る計算となる。市町村営とはいえ
ないが、こうした状況は上信越国境に共通する可能性
があり、エネルギーの地産地消ないし地産地活を上信
越国境の資産、特質として発信すべきだろう。 
第 3は十日町市の「大地の芸術祭越後妻有アートト
リエンナーレ」と中之条町の「中之条ビエンナーレ」
である。大地の芸術祭越後妻有アートトリエンナーレ
は 1994 年の新潟県施策「ニューにいがた里創プラン」
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 に始まり、アーティストと地域住民の協働により地域
に内在する様々な価値を掘り起こし、その魅力を高め、
世界に発信し、地域活性化につなげるというもので、
作品は里山・集落内、住宅地など広域に展開される。 
中之条ビエンナーレは 2007 年に始まり、温泉街や
木造校舎など町内各地で総勢 130 組を超えるアーティ
ストによるアート展示、演劇、身体表現などのパフォ
ーマンス、ワークショップ、マルシェなどを開催して
いる。いずれも、アーティストと住民の協働、地域の
暮らしの場での活動がポイントで、施設マネジメント
に苦慮している文化・社会教育施設や空き家などの展
開に繋がる。この動きが無理なく上信越国境全域に広
がり、それぞれの地域個性・地域資産と響き合えば、
学習旅行・研修旅行のメニューともなりうる。 
第 4 は南魚沼市の南魚沼版 CCRC「生涯活躍のまち」
である。「生涯活躍のまち」と呼ばれる CCRC
（Continuing Care Retirement Community）は国の総
合戦略の目玉の一つで、仕事をリタイアした人が第二
の人生を健康的に楽しむ街として米国から生まれた概
念である。元気なうちに地方に移住し、必要な時に医
療と介護のケアを受けて住み続けることができる場所
を指す。高齢者の地方移住を促すことで首都圏の人口
集中の緩和と地方の活性化を目指す施策とされている
が、南魚沼市には世界に開かれた大学院大学・国際大
学があり基幹病院等の整備が進められていることから、
先導的なプロジェクトとしての推進が図られている。 
まだまだ試行錯誤の面もあるが、南魚沼市の野心的
な取り組みに各市町村は強い興味を示し、長野原町や
安中市は、従来の別荘地開発や移住者を想定した住宅
団地開発の経緯と現状を中心に経験や課題を提供し、
意見交換が始まっている。我が国の近未来に深く関わ
る課題だけに上信越国境地域への期待は大きい。 
第 5は全市町村に共通する「ふるさと納税」である。 
須坂市・中之条町・みなかみ町・長野原町などが示
した実績によれば、市町村税の 5～10％、市町村税＋
地方交付税の 2～4％の「ふるさと納税」が年々行われ
ており、税収面で見れば 5～10％の人口増に匹敵する。 
これは大きな数値であり、返礼品などで問題が生じ
ているが、移住施策がなかなか進まないなかでは、ヒ
トに先行してのカネの移動を越境共同政策として位置
づけられないかの議論が始まっている。 
 
6. 2016 年度以降に引き継がれた課題 
 ベンチマークによる課題の「見える化」と幾つかの
施策に対する確認は、検討すべき新たな課題を浮かび
上がらせつつある。 
(1)ワーク・ライフ・バランスの確立 
 第 1は、交流人口の増加が定住・就労人口の増加に
結び付かない大きな理由として、地域の主産業である
農林業と観光業におけるワーク・ライフ・バランスの
歪みがあることが再認識された。 
とくに農林業では、高地という地域特性は、夏場は
多大な労働力を必要とする半面、冬場は仕事が少ない。
家族労働を超えての一年を通しての正規雇用が難しい。
農業の産業化が言われるが、被雇用者の定住拡大がな
かなか進まないのが現状である。観光業、とくに宿泊
業にでは、子育てに一番集中したい時間つまり朝晩と
学校が休みとなる季節・週末が接客のピークとなる。
子育て世代の定住拡大は進みにくい。 
事業者の悲鳴が語られ合った。ワーク・ライフ・バ
ランスは、大都市部の大企業での課題だけではない。
むしろ人口減少・少子高齢化が著しい中山間地域でこ
そ深刻な課題である。2016 年度以降、私たちは、この
問題に正面から向き合うこととした。 
(2)共同運用を含む公共施設マネジメント改革 
 喫緊性を確認しながら公共施設マネジメント改革の
具体的検討はなお未着手のままである。 
(3)「見える化」ツールとしてのベンチマークの改善 
最後に、課題を「見える化」するツールとして市町
村行政評価ベンチマークの有効性は実証できたが、な
お負担感は強い。 
①評価ツールと短絡せずに現状把握ツールと考え、
②毎年・全項目入力にこだわらず、③担当課と企画・
政策部門とのコミュニケーション・ツールと位置づけ
て、担当課負担を減らす工夫を図り、課題の「見える
化」にいっそう役立つ改善を進めたい。 
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